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平成２５年３月８日

筑波総研株式会社の設立について

筑波銀行（頭取：藤川 雅海、本店：茨城県土浦市）は、「産・学・官」連携に金融を加えた「産・

学・官・金」連携による強固なネットワークを構築し、多様化、複雑化するお客様のニーズにお応え

し、地域の更なる発展ならびに地域への貢献を果たすため、平成２５年４月１日（月）、筑波銀行の

１００％子会社である「筑波コンピュータサービス株式会社」の事業を継承し、業容拡大に資するた

めの資本金増資により、従来のＩＴ関連サービスに加えリサーチ業務、コンサルティング業務等を行

う「筑波総研株式会社」を設立いたしますのでお知らせします。

記

１．設立趣旨（詳細は、別添資料参照願います）

地域銀行としての使命である「地域への貢献」を着実に果たし、地域の活性化、発展に資するため、

「シンクタンク」をその情報発信機能の中枢と位置づけ、「地域経済・業界動向の調査研究」、「専門

的な情報収集・提供」、「企業の経営課題に対処するための支援、サポート」等を通じて、茨城県を中

心とする当行の営業エリアにおける地域経済ならびに各種産業の持続的発展に貢献してまいります。

２．会社概要

（１）設 立 平成２５年４月１日（創業は、平成元年７月５日）

（２）商 号 筑波総研株式会社（英文名：Tsukuba Institute of Research，Ltd．）

（３）代 表 者 代表取締役社長 小倉 利男

（現「筑波コンピュータサービス株式会社」代表取締役社長）

（４）本 社 土浦市中央二丁目１１番７号 筑波銀行土浦本店ビル３階

（シンクタンク部門は、つくば市竹園一丁目７番 筑波銀行つくば本部ビル３階）

（５）資 本 金 ５,０００万円（設立を機に３,０００万円増資）

（６）組織体制 企画調査部、コンサルティング部、総務部、システム一部、システム二部

（７）役 職 員 取締役５名、監査役１名、社員７１名（うちシンクタンク部門７名）

３．業務内容（詳細は、別添資料参照願います）

（１）調査・研究業務

（２）コンサルティング業務

（３）人材開発業務

（４）ＩＴ関連サービス業務

（５）会員制組織管理業務

４．業務開始日

平成２５年４月１日（月）

以上

報道機関のお問合せ先

筑波銀行 総合企画部広報ＣＳＲ室 田村 内線３７３０
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設立趣旨ならびに業務内容の詳細について

１．設立趣旨

筑波銀行グループは、平成２２年３月の合併以来、多方面にわたり地域の皆さまのご期待とご要望

に応えるため、地域銀行としての使命である「地域への貢献」を着実に果たし、「地域のために 未

来のために」全力で取組んでいくことが、当グループに課せられた大命題であると認識しております。

そのため、持続可能な金融サービスを提供し、お客さまや地域の皆さまからの高品質、高レベルな

希求に応えること、ならびに地方公共団体との連携強化を図りながら、地域の活性化、発展に資する

ために、これまで以上に企画力、運用力を発揮して、リサーチ部門の充実、コンサルティング部門の

機能強化を図っていかなければなりません。

そうした中、当グループは、当グループが果たすべき機能をより一層発揮していくために、「シン

クタンク」をその情報発信機能の中枢と位置づけ、「地域経済・業界動向の調査研究」、「専門的な情

報収集・提供」、「企業の経営課題に対処するための支援、サポート」等を通じて、茨城県を中心とす

る当行の営業エリアにおける地域経済、ならびに各種産業の持続的発展に貢献していくことを目的と

して、シンクタンク業務を開始いたします。

平成元年７月に設立した「筑波コンピュータサービス株式会社」の事業を継承し、業容拡大に資す

るための資本金増資により、ＩＴ関連サービスは勿論のこと、業務開始当初は、調査・研究を中心と

したリサーチ業務による情報発信、ならびに筑波銀行会員制組織である「筑波ふれあい倶楽部」会員

を中心とした経営相談やセミナー等のコンサルティング業務を行いながら、将来的には人材の育成、

態勢の整備を推し進める中、お取引先様向けコンサルティング業務が業務の中核となるようなビジネ

ススキームの構築を目指してまいります。

２．業務内容

（１）調査・研究業務

①調査・研究の受託

国、地方自治体、大学、企業等からのアンケート調査、経済波及効果調査

②定期刊行物の発行

月報、四半期報、企業経営動向調査等の発刊

③情報の発信

国、地方自治体、大学、企業等との提携強化を図り、母体行はじめ、地域、企業等への提言

メールマガジンの配信（経営・法務・税務・労務、現行サービスの見直しを含む）

（２）コンサルティング業務

①コンサルティング業務

経営戦略策定サポート、財務診断サービス、事業継承 等

②経営相談

専門家派遣サービス、ワンストップによるよろず相談 等

（３）人材開発業務

①教育・研修

社員研修、次世代育成研修、総務・財務・法務等、各業務の課題解決研修、講演会、セミナー

②人材紹介・斡旋

外部専門家の紹介・斡旋

③海外視察研修

会員対象の先進諸国や新興市場の視察研修の企画、実施

（４）ＩＴ関連サービス業務

①企業ＩＴ化推進

ホームページ作成支援、業務省力化・効率化のサポート 等

②業務改善策の支援

（５）会員制組織管理業務

①会員制組織「筑波ふれあい倶楽部」会員管理

②会員向けコンテンツの企画、運営

以 上

＜別紙＞


